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はじめに

　国際会計基準審議会（IASB）は、2020 年 4
月 9 日に、公開草案（ED/2020/1）「金利指標
改革─フェーズ 2（IFRS 第 9 号、IAS 第 39 号、
IFRS 第 7 号、IFRS 第 4 号及び IFRS 第 16 号
の修正案）」（以下「本公開草案」という。）を
公表した。コメント期限は 2020 年 5 月 25 日で
あった。本稿では、本公開草案が公表された背
景及びその概要について解説する。なお、本文
の意見にわたる部分は、筆者の私見であること
を申し添えておく。

本公開草案の背景

　IBOR1 などの銀行間取引金利指標は、国際
金融市場において重要な役割を果たしており、
これらの金利指標は膨大な金額で取引される多

様な金融商品の指標となっている。しかし、い
くつかの金利指標については一部の金融機関に
よる市場操作が行われ、これによって金利指標
に対する信頼性と頑健性が損なわれた。このこ
とを背景に、G20 からの依頼を受けた金融安定
理事会（FSB）は、いくつかの主要な金利指標
を改革する提言を示した報告書を公表した 2。
それ以来、多くの法域では、当局がその提言を
導入するための改革に取り組んでおり、一部の
法域では、既存の金利指標を、ほぼリスク・フ
リーの代替的な指標金利に置き換える方向で検
討が進められている。本公開草案では、金利指
標改革とは、IBOR などの既存の金利指標を
FSB の提言に基づいた代替金利に市場全体で
置き換えること（改革）を指している。
　IASB は、一部の金利指標の長期的な存続可
能性に関する不確実性の水準が高まっているこ
とに留意し、2018 年に、金利指標改革が財務
報告に与える影響を検討するプロジェクトをア
ジェンダに追加することを決定した。IASB は
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1 　LIBOR、EURIBOR、TIBOR などのインターバンク市場における調達金利の総称として用いられている。
2 　 報告書「主要な金利指標の改革」は 2014 年 7 月に公表された。この報告書は下記より入手できる。 

http://www.fsb.org/wp-content/uploads/r_140722.pdf
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利害関係者へのアウトリーチに基づき、財務報
告に影響を与える可能性のある論点を以下の 2
つのグループに分類した。
1　金利指標の改革（金利指標の代替的な指標

金利への置換えを含む。）前の期間における
財務報告に影響を与える論点（置換前の論
点）

2　金利指標の改革（金利指標の代替的な指標
金利への置換えを含む。）中の財務報告に影
響を与える論点（置換えの論点）

　IASB は、2019 年 9 月に、上記1の置換前の
論点に対応するために、「金利指標改革（IFRS
第 9 号、IAS 第 39 号及び IFRS 第 7 号の修正）」
を公表しており（フェーズ 1）、本公開草案で
は、上記2の置換えの論点を取り扱っている

（フェーズ 2）。フェーズ 2 の目的は、企業が財
務諸表利用者に有用な情報を提供することを支
援し、代替的な指標金利への移行の結果とし
て、契約上のキャッシュ・フロー又はヘッジ関
係に変更が加えられる場合に、財務諸表作成者
が IFRS 基準を適用するのを支援することであ
るとされている。

本公開草案の概要

　本公開草案では、IFRS 第 9 号「金融商品」
（以下「IFRS 第 9 号」という。）、IAS 第 39 号
「金融商品：認識及び測定」（以下「IAS 第 39
号」という。）、IFRS 第 7 号「金融商品：開示」

（以下「IFRS 第 7 号」という。）、IFRS 第 4 号
「保険契約」（以下「IFRS 第 4 号」という。）
及び IFRS 第 16 号「リース」（以下「IFRS 第
16 号」という。）の以下に関する特定の要求事
項の修正を提案している。

1　金融資産及び金融負債（リース負債を含
む。）の条件変更

2　ヘッジ会計
⑶　開示
　以下では、主に IFRS 第 9 号の修正案を中心
にその内容を解説する。

IFRS第 9号の修正案
（金融資産及び金融負債の条件変更）
　本公開草案は、企業が、金利指標改革によっ
て要求される金融資産又は金融負債の条件変更
を会計処理するために、IFRS 第 9 号 B5.4.5 項3

を適用することを提案している。その結果、企
業は条件変更の結果、金融資産又は金融負債の
認識の中止を行わず、帳簿価額の修正に伴う利
得又は損失の認識も生じさせないということに
なるとされている。
　ここで、金利指標改革によって要求される条
件変更とは、以下の両方の条件を満たしている
場合であることが提案されている。
1　条件変更が金利指標改革の直接の結果とし

て要求されている。
2　契約上のキャッシュ・フローの決定の新し

い基礎が、従前の基礎（すなわち、条件変更
の直前の基礎）と経済的に同等である。

　また、このような条件を満たす金利指標改革
によって要求される条件変更の例として、以下
が含まれることが提案されている。
1　金融資産又は金融負債の契約上のキャッ

シュ・フローを決定するために使用される既
存の金利指標の代替的な指標金利への置換え

（例えば、LIBOR の代替的な指標金利への置
換え）若しくは、金利指標の計算に使用され
る方法の変更による金利指標の改革の実施

2　既存の金利指標と代替的な指標金利との間

3 　変動金利の金融資産と変動金利の金融負債については、条件変更時において実効金利を変更するとの規定で
ある。



国際関連情報　IFRS財団及び IASB情報

2020.6　vol.69　季刊 会計基準　95

のベーシス差異を補填するための固定スプ
レッドの追加

⑶　金利指標の改革を実施するために必要な、
金利改定期間、金利改定日又は利払日の間の
日数の変更

⑷　上記の1から⑶に示した変更のいずれかを
実行できるようにする金融資産又は金融負債
の契約条件へのフォールバック条項の追加

（ヘッジ会計）
1　ヘッジ文書の修正
　本公開草案は、金利指標改革から生じる不確
実性が、ヘッジされるリスク及び（又は）ヘッ
ジ対象若しくはヘッジ手段の金利指標に基づく
キャッシュ・フローの時期及び金額に関して、
もはや存在しなくなる時点で、企業は、以前に
文書化していたヘッジ関係の正式な指定を修正
しなければならないことを提案している。この
場合、ヘッジ会計の中止にも新たなヘッジ関係
の指定にも該当しないとされている。
2　項目グループのヘッジ
　本公開草案は、ヘッジ対象に指定した項目グ
ループについて上述1を適用する場合には、企
業は、当該ヘッジ対象をヘッジされる指標金利
に基づいてサブグループに配分して指定しなけ
ればならないことを提案している。この場合、
サブグループにおける個々の項目の公正価値の
変動が、項目グループ全体の公正価値の変動と
概ね比例的であると見込まれるかどうかは、サ
ブグループごとに評価しなければならないとさ
れている。
3　リスク要素の指定
　本公開草案は、契約以外で定められたリスク
要素として指定された代替的な指標金利のう
ち、指定される日において独立して識別可能で
はないものは、当該代替的な指標金利がリスク
要素として指定される日から 24 か月の期間内
に独立して識別可能になると企業が合理的に予

想している場合にのみ、その要求を満たしたも
のとみなさなければならないことを提案して
いる。
　その後、当該 24 か月の期間内に、独立して
識別可能とはならないと企業が合理的に予想す
る場合には、その見直しの日から将来に向かっ
てヘッジ会計を中止しなければならないことが
提案されている。

（発効日及び経過措置）
1　発効日
　本公開草案が最終化された後、これらの修正
を 2021 年 1 月 1 日以後開始する事業年度から
適用することが提案されている。また、早期適
用は認められ、その場合にはその旨を開示しな
ければならないとされている。
2　経過措置
　本公開草案は、企業は本基準（案）を遡及適
用しなければならないことを提案している。ま
た、遡及適用にあたっては、金利指標改革に
よって要求された変更のみを理由としてヘッジ
関係を中止していた場合、すなわち、本基準

（案）がその時点で適用されていたならば、
ヘッジ関係を中止することを要求されていな
かったであろう場合にのみ、ヘッジ関係を復活
させなければならないとされている。
　また、本公開草案は、企業は、これらの修正
を反映させるために、過去の期間を修正再表示
す る こ と を 要 求 さ れ ず、 事 後 的 判 断

（hindsight）を使用せずに可能である場合、か
つ、その場合にのみ、過去の期間を修正再表示
することができると提案している。企業は、修
正再表示しない場合には、従前の帳簿価額との
差額を、利益剰余金期首残高等に認識しなけれ
ばならないとされている。

IAS第 39号の修正案
　IAS 第 39 号の修正案では、上述した IFRS
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第 9 号の修正案のヘッジ関係に関する部分とほ
ぼ同様の内容が提案されている。

IFRS第 7号の修正案
　本公開草案は、IFRS 第 7 号を修正して、金
利指標改革に関連した追加的な開示に関する要
求事項を提案している。具体的には、以下の開
示目的及び開示項目が提案されている。
開示目的
1　企業が晒されている金利指標改革から生じ

るリスクの性質及び程度、並びに企業が当該
リスクをどのように管理しているか

2　金利指標から代替的な指標金利への移行の
完了における企業の進捗度、及び企業が当該
移行をどのように管理しているか
開示項目
1　企業が代替的な指標金利への移行をどのよ

うに管理しているか、報告日現在の進捗状況
及び移行から生じるリスク

2　重要な金利指標ごとに分解して、金利指標
改革の対象となる金利指標を引き続き参照し
ている非デリバティブ金融資産の帳簿価額、
非デリバティブ金融負債の帳簿価額及びデリ
バティブの名目金額を、それぞれを区分して
示す

⑶　企業が晒されている重要な金利指標のそれ
ぞれについて、企業がベース金利及び当該金
利に対する関連性のある調整をどのように決
定したのか

⑷　金利指標改革により企業のリスク管理戦略
の変更が生じた範囲で、当該変更の記述及び
企業がこれらのリスクをどのように管理して
いるか

IFRS第 4号の修正案
　本公開草案は、IFRS 第 9 号の一時的免除を
適用する保険者は、本公開草案における IFRS
第 9 号の修正案の「金融資産及び金融負債の条
件変更」に関する要求事項を適用しなければな
らないことを提案している。

IFRS第 16号の修正案
　本公開草案は、リースの借手は、金利指標改
革によって要求されるリースの条件変更を会計
処理するために、IFRS 第 16 号第 42 項を適用
しなければならないことを提案している。すな
わち、金利指標改革によって要求される変動
リース料の決定の基礎の変更を反映する割引率
を使用して、リース負債の再測定を行うことを
要求する提案となっている。




